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ダイバーシティ推進・
キャリア支援室

個人のキャリア自律には、企業の支援が欠かせない。
そのために企業が知っておくべき
個人のキャリアの志向の変化を提示

Worksはどう語ってきたか

キャリア支援

人材の流動化が進むと、従来のように
企業が人事異動、教育、研修などを通じ

て個人のキャリア形成に大きく関与す

るインセンティブは、小さくなる。個人

が自らのキャリア形成を主導する、「キ

ャリア自律」が求められるわけだが、

Worksは企業、そして社会全体が、個人

のキャリア自律を積極的に支援するべき

だという立場をとってきた。

こうした前提を置きながら、大企業で
働くホワイトカラーを題材に、個人はど

うキャリアを形成し、企業はどう支援す

べきかを明らかにしたのが、2011年106
号の「変化の時代、キャリアの罠」だ。こ

の特集は慶應義塾大学キャリアリソース

ラボラトリーとリクルートワークス研究

所の共同研究であり、大手企業14社が参

加した「21世紀のキャリアを考える研究

会」の研究成果を基にしている。

大企業で働くホワイトカラーのキャリ

ア観や仕事観の調査と地図化を目指し、

5000人にアンケート調査、115人にイン

タビューを実施。研究会での議論も踏ま

え、21世紀のキャリア観、仕事観を読み
解く鍵は、仕事環境が大きな「変化」にさ

らされる度合いが高まることと、仕事に
求められる「専門性」が高まることだと

した。変化の激しさと求められる専門性

の深さによって「変化と専門性が中程度

の環境で段階的に成長」「変化の激しい
環境で自己効力からスタート」「変化の
激しい環境で専門性深掘りからスター

ト」という３つのキャリア領域を見いだ

した。

「変化と専門性が中程度の環境で段階

的に成長」領域ではミドルが焦点となる。

突然の変化にさらされて「キャリアショ

ック」に見舞われないよう、現職に直接

関係ないことを含めて知識スキルを身に

つける、社内外に人脈を広げるといった

キャリア意識をベースとした投資行動が

求められる。

「変化の激しい環境」の２つの領域では、

若手の動向に注目した。キャリア意識を
持つことは大切だが、その中身は計画や
目標重視ではなく、重要なのはキャリア
意識をベースとした投資行動と、キャリ

アの節目を意識した自分からの仕掛けで

あるとしている。

社会化作用とキャリア自律 
求められる両輪化

組織に対するメッセージでは、日本企

業の特徴でもある強い社会化作用（仕事
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や研修を通じて、一定の価値観を浸透さ

せる作用）とキャリア自律について、「社

会化作用は強力だが、キャリア自律は弱

い」という企業は、変化の時代にはうま

く対応できないだろうと指摘。社会化作

用とキャリア自律を、車の両輪とするこ

とを求めた。

2009年96号の特集「『私』を動かすイ

ンセンティブシステム」では、インセン

ティブシステム（個人の意思決定や行動

を変化させる誘因）としてのキャリア支

援に言及している。「この会社で自らの

キャリアを構築していこう」という個人

の覚悟が、人を意欲的な職務行動に駆り
立てるとも考えられると述べ、キャリア

支援をインセンティブシステムとして活

用する企業事例を紹介している。

そして今、こうとらえる

人事はキャリア自律支援の 
ハブになるべき

企業内でのキャリア支援は、キャリア

カウンセリングなどの充実といった形で
進められてはいる。しかし、特に「社会化

作用は強力だが、キャリア自律は弱い」

企業のなかで、うまく活躍の場を見いだ

せずに、滞留している人たちが多く出て

いるのは残念なことだ。

一人ひとりが生き生きと働いていくた

めには、個人にキャリア自律を求めるだ

けでなく、仕事における適切なアサイン

と評価、そのフィードバックがあること

が大前提となる。

一方で、自律を促すことだけでは問題

解決できない個人も少なくない。会社と

して選択肢を用意して、キャリアの道筋

を方向づけすることも人事とマネジャー

が果たすべき重要な責務ではないか。

谷口 智彦氏 近畿大学　経営学部　キャリア・マネジメント学科　准教授私の結論

厚生労働省が実施する能力開発基本調査に、「職業生活設計は

自分で考えたいか、会社に提示してほしいか」を聞く質問があ

ります。キャリア自律に近い、「自分で考えたい」という回答は

2013年の調査結果で65％（正社員）。10数年間の推移をみて

も60〜70％前後で上下し、あまり変わっていません。一方で正

社員のOff-JTの受講、自己啓発の実施はどちらも44％で、やは

り４割前後でずっと推移しています。2011年106号「変化の時

代、キャリアの罠」では、高橋俊介氏が、「キャリア意識をベースと

した投資行動」が働く人には求められると述べていますが、「キャ

リア自律を実現したいという思いはあるが、具体的な投資行動は

とれていない」といった状況が、調査の数字からは感じられます。

「思いはあるが行動に移せない」状況を脱するには、ダグラス・

ホールが提唱した、プロティアンキャリアに関する研究が参考に

なるでしょう。プロティアンキャリアとは環境変化が激しいなか、

変化にあわせて変幻自在に適応するキャリアのあり方をいいます。

そうしたキャリアを実現できるタイプか否かを、「価値観」と「自

己主導」の２軸で測る研究があります。「価値観」は車でいえばハ

ンドルに当たり、「自らのキャリアでは地位や報酬を重んじるの

か、満足ややりがいを重んじるのか」といったことです。「自己主

導」はエンジンに当たり、学習への前向きな姿勢などの原動力と

なります。ハンドルをどちらに切りたいか、どうすればエンジン

の回転を上げられるかの両方を把握することが、積極的なキャリ

アへの投資行動に結びつくのではないでしょうか。

Worksの特集は、理論中心にまとまっていると感じます。もう

少し実践的な開発の方向に切り込んでもよいと思います。理論の

枠組みを紹介したうえで、では自分の会社に置き換えたとき、戦

略や企業文化とどう整合性をとっていくのか、自分たちはどんな

施策ができていて、何が足りないのか。そういった読者の具体的

な関心にも応えられる企画が望まれます。また、キャリア支援の

施策は画一的なものになりがちです。対象者の

支援の要請に応じて変化をつけるべきだと考

えます。たとえば一口に若手といっても、キャ

リア自律への意識は一様ではありません。人

を大切にするというのなら、全体の公平性よ

りも個々の社員にもっと注意を払うべきだ。

そんなことも誌面で訴えてほしいですね。

キャリア自律の意識は一様ではない。
公平性の重視より、個々の社員に関心を

本コラムの関連動画をwww.works-i.com/works20/でご覧いただけます。

対象者の

私の評価評価


